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航空ＬＰデータを用いた山岳地帯道路の散水融雪設備計画 
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１．序論 

 

冬季の積雪地帯における道路融雪方法にはいくつか

の種類の方法があり，近年においては環境問題も考慮

した，無散水融雪が検討，設置されている．無散水融

雪には，①電熱方式，②地中熱交換方式，③温水ボイ

ラ方式等の種類があり，既に設置され運用されている
1)．しかし，設置費用が高価であることや，新規道路

での設置に限定されているなど，設置箇所が限定され

ている． 

 以上のような現状を踏まえ，本研究では，山岳地帯

道路を対象とし，比較的安価で設置できる散水設備に

ついて，少量の水による循環型散水設備計画を提案す

る．なお，本研究を進める上で重要となる路面におけ

る水流の把握については，近年，全国的に計測及び取

得されている，航空レーザ計測標高データ（以下：LP

データ）を使用し，路面の勾配を面的に把握する方法

を採用した．LP データを使用することにより，道路面

の詳細な勾配ベクトルを得ることが可能となる．そこ

で，適切な位置に側溝やアスカーブ等の配置計画を行

うことができ，道路に散水した水を逃がすことのない，

循環型散水設備計画が可能であると筆者らは考えた．

なお，本研究に用いた LP データの計測諸元を，表－

１に示す．また，取得された LP データの単位面積当

たり点群数を調べた結果は，3～10Pint/m2 であった． 

 
 

 

 

1,300～1,500m
33～70kHz

±18～20°
25～36Hz

0.2mrad
70m/s
144点

最小値 -0.051
最大値 0.011

計測諸元

取得データ
誤差検証値 実測値との差

海抜高度
パルス頻度
スキャン角
スキャン頻度

飛行速度
点検数

ビーム径

表－１ LPデータ計測諸元 

抄録：本研究は融雪設備の中で比較的安価で設置できる散水設備について，少量の水による循環型散水設

備計画を提案する．路面上の散水を効率よく回収し，循環させるためには水流の動きの把握が不可欠である．

これについては，近年，全国的に計測及び取得されている航空レーザ計測標高データ（以下：LP データ）を

使用した．LP データを使用することにより，路面の勾配を面的に把握することができ，詳細な勾配ベクトル

を得ることが可能となった．この勾配ベクトルによって側溝及びアスカーブの設置を適切な位置に計画でき，

道路に散水した水を逃がすことなく再利用する循環型散水設備計画を立案できた． 
 

Abstract：We proposed a recycling-based watering equipment plan with the small quantity of water, which can be 
placed by lower-price. Grasping the movement of water is necessary to collect and circulate water on the road 
efficiently. In this paper, LP data is utilized for understanding this movement. It enables to understand the inclination of 
the road in respect and to obtain a detailed gradient vector. As a result, the installation of the street gutter and asphalt 
curb is planned to an appropriate position which the sprinkled water is recycled as much as possible by recycling-based 
watering equipment plan. 
 

キーワード： 施設設計，散水設備，LP データ，標高等高線図，勾配ベクトル 
Keywords  ： design of facilities, sprinkler system, LP Data, altitude contour plot, gradient vector 

1：正会員 (株)帝国コンサルタント 大阪支社 
（〒531-0076 大阪市北区大淀中 1-4-16，Tel :06-6453-0970，E-mail：m-makino@c-teikoku.co.jp） 

2：正会員 工博 熊本大学大学院 自然科学研究科 教授 （〒860-0855 熊本市黒髪 2-39-1） 
3：正会員 工博 国土交通省 福井河川国道事務所 （〒918-8015 福井市花堂南 2-14-7） 
4：学生員 工学 熊本大学大学院 自然科学研究科  

（〒860-0855 熊本市黒髪 2-39-1，E-mail：089d8811@st.kumamoto-u.ac.jp） 



 

 - 236 - 
 

２．ＬＰデータの処理方法 

 

 本研究は，3次元CADを使うことを前提としている．

既存の CADソフトで LPデータを利用するときの問題

点は，以下の 2 点である． 

① CAD や PC の能力に比べ，測点の数が多すぎる． 

② ランダムな点群データを FEM や格子点解析に利

用するには，規則的なデータへの変更が必要であ

る． 

このため，データ数の削減と同時に，ほぼ等間隔の

データへの変換処理を行う． 

 

（１）メッシュ代表点の算出 

点群総数を n とし，全点群（xi，yi，zi（i=1,2,…n））

を，一辺 s の正方形領域（メッシュ）に区分する（図

－1）．X，Y 方向のメッシュ分割数を mx，my，全メ

ッシュ数を m とし次式で求める．ただし，xu，xlは xi

の最大値，最小値，yu，yl は yi の最大値，最小値とす

る．各メッシュに区分された点群の平均をメッシュ代

表点として算出する． 
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（２）TIN サーフェスと勾配ベクトルの生成 

図－２に示すように，各メッシュの代表点を結び，

面（以下，TIN サーフェス）を生成する．TIN サーフ

ェスの生成後，全てのTINに対し，以下の手順により，

勾配ベクトルを生成する． 

① TIN の 3 点において最高標高値の点を A とし，そ

の他の 2 点を B，C とする． 

② 線分 AB をベクトル a，線分 AC をベクトル b と

し，ab の外積を求め，法線ベクトル u を得る（図

－２）． 

③ 法線ベクトル u と鉛直線がなす角度αから ABC

が作る面の角度を計算し，傾斜角θを得る（図－

３）． 

④ TIN の重心 G を中心とし，法線ベクトル u の x 方

向成分と y 方向成分により方向を求め，さらに，

傾斜角の値により長さを決定する． 

各メッシュの点群をメッシュ代表点に変換している

ので，均等に勾配ベクトルが生成される．これを利用

することで，道路面の勾配を効率的に把握することが

できると考える． 

 

３．標高等高線図による道路面分割 

 

 生成したメッシュ代表点，TIN サーフェス，勾配ベ

クトルを利用して，設計支援のための資料となる，①

標高区分図と LP データから作成された標高等高線図

（以下：標高等高線図），②勾配ベクトルによる道路

面分割，③流水軌跡図を求める． 

 ①は，全体の標高分布の把握を目的とするが，視覚

と標高等高線情報のみでは解釈に個人差が生じる．よ

って，②は勾配ベクトルから道路面を分割し，集水エ

リアの特定を目的に作成する．また，①と②のみでは
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図－１ メッシュ分割と代表点生成 
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図－２ 法線ベクトル uの算出 
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水の流れを把握できないため，的確な施設配置計画の

立案を目的に③を作成する．以下に詳細を述べる． 

 

（１）標高区分図と標高等高線図 

メッシュ代表点を 3 次元 CAD に読み込み，10cm 間

隔で標高を色分けした標高区分図と標高等高線図を作

成し，勾配線を入れた（図－４）．通常の地形図では

道路面に等高線は作成されないが，等高線間隔を 10cm

にすることにより，図－４のような等高線が作図され

る．この標高等高線図から道路面の尾根線と，予測さ

れる水の流れ（勾配線）を作図することが可能となり，

道路面全体の勾配状況を把握することができる．つま

り，流水解析前に勾配状況を把握できることで，解析

時の初期条件の設定を容易に行うことができる． 

 

（２）勾配ベクトルによる道路面分割 

隣接する 2 つの三角形の接する線を分割を判断する

ための照査線とし，その照査線の中点を O とする．各

三角形にある勾配ベクトルの始点を O に移動する（図

―５）．移動した勾配ベクトルの配置状況を，照査線

を軸として見た場合，図―６のように 3 つのパターン

に分けられる． 

① パターン(a)：勾配ベクトルを照査線の中点に移動

する際に，2 つのベクトルが，共に照査線を越え

ない場合であって，勾配ベクトル移動後に，その

配置状況が照査線を中心として左右に配置され

ている場合をパターン(a)とし，この場合には照査

線に尾根線属性を付与する（図―６(a)）． 

② パターン(b)：勾配ベクトルを照査線の中点に移動

する際に，2 つのベクトルが，共に照査線を越え

て移動する場合であって，勾配ベクトル移動後に，

その配置状況が照査線を中心として左右に配置

されている場合をパターン(b)とし，この場合には

照査線に谷線属性を付与する（図―６(b)）． 

③ パターン(c)：勾配ベクトルを照査線の中点に移動

する際に，いずれか 1 つのベクトルが照査線を越

えて移動する場合をパターン(c)とし，この場合に

は照査線には属性は付与しない（図―６(c)）． 

このパターンにより，全ての照査線に尾根線，谷線

の属性を付与していく．この方法で一部の区画で，尾

根線と谷線の属性付与を行った．その結果を図―７に

示す．この処理により，尾根線と谷線との関係から，

路面を水の流れる方向で分割することが可能となる．

なお，図―７において，不定形メッシュとなっている

のは LP データのメッシュポイント変換時に x，y，z

全てを平均化し代表ポイントとしているからである． 

 以上のベクトル移動パターンによる路面分割を行っ

た結果を図－８に示す．この路面分割により a～f の 5

つのグループに分割できた．この結果から，水はこの

5 つの方向へと流れて行くと推測される．また，分割

したエリアの面積も CAD の機能により得ることがで

きるため，散水量を容易に算出できる． 

 

照査線 

勾配ベクトル O 

図－５ 勾配ベクトルの移動 

図－６ 照査線を軸としたパターン分け 
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図－７ 勾配ベクトルによる路面分割 

尾根線 

谷線 

図－４ 標高区分図と標高等高線図 
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（３）流水解析と軌跡図 

本研究では流水解析に粒子法を採用する．粒子法と

は連続体を有限個の粒子によって表し，連続体の挙動

を粒子の運動によって計算する方法であり，各粒子は

速度や圧力といった変数を保持しながら移動する 2)．

粒子法は，差分法や有限要素法で必要となる格子を使

用しない方法であることが特徴である．有限要素法等

で格子の必要な場合，三次元の複雑な形状に対する格

子生成の方が解析よりも相対的に困難である．この格

子を必要としない特徴が粒子法採用の理由である． 

なお，粒子法も様々な方法が研究されており，その

中から本研究では，①TIN サーフェスを使用できるこ

と，②解析結果を CG ソフトで可視化が可能であるこ

と，という要件を備えた Next Limit Technologies 社製

の Real Flow を用いることとした． 

前述した粒子法により，図－８の A エリアにおいて

解析を実施し，流れの軌跡を図－９に記した．この結

果から，標高等高線図及び勾配ベクトルで推測した水

の流れる方向と，ほぼ一致していることが確認できた．

この流水軌跡図は，水の流れがイメージできるため，

住民のニーズ等を考慮した設計が可能である．一度

TIN サーフェスを作成すれば様々な角度から流水の様

子を観察することが可能となり，施工時に発生しがち

な設計変更を事前に回避できる． 

 

４．適用事例 

 

（１）対象地 

国道 29 号線は，兵庫県姫路市と鳥取県鳥取市とを連

絡する唯一の主要幹線道路である． 

現在，冬季には降雪による交通障害が本路線の県境

付近で発生し，問題となっている．鳥取県側では散水

融雪設備の設置によって既に問題は解決しているが，

兵庫県側は，未だに除雪車の稼働によって除雪を行っ

ている． 

本研究では，図－１０に示すように国道 29 号線の兵

庫県側の散水設備が設置されていない 61kp 付近の

5km の区間を設計対象地とし，散水融雪設備の計画及

び設計を行う． 

なお，この区間は河川法の改正 3)により，河川から

の取水に制限がかけられているとともに，水利権等の

ためダム湖からの取水はできない地区である．このた

め，河川に負担をかけずに取水し，散水融雪設備へ利

用するための対応が迫られている． 

その対応として，本研究では，3 章で提案した LP デ

ータによる道路面の面的形状把握及び勾配ベクトルに

よる路面分割を活用し，少量の河川水を有効活用する

循環型散水設備計画及び設計を行う． 

a 

 

b 
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図－８ ベクトル移動パターンによる路面分割 
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勾配ベクトル 

凡 例 

図－９ 粒子法による流水軌跡図 
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（２）設計の概要 

a）標高等高線図の作成 

まず，図―１１のように，標高等高線図を作成する．

この図から，この対象地全域は片勾配及び拝み勾配の

存在する区間であり，ダム湖側の標高の低い場所（X

地点）では，アスカーブ設置による集水が必要な箇所

であると判断できる． 

b）勾配ベクトルによる路面分割 

次に勾配ベクトルより路面分割を行うと，図－１２

のように a～c の 3 ゾーンに分割される． 

a：ダム湖側に流れて行く道路面． 

b：山側に流れて行く道路面． 

c：勾配ベクトルにより集水困難と判断される道路面． 

c）設備設置計画の立案 

上記の区分をもとに，循環型散水方式の設備設置計

画の方針を立案した（図－１３）． 

① ダム湖側（a ゾーン）では，アスカーブを設置し

て散水した水を集水桝に集水し，さらに集水槽に

て回収する． 

② 山側（b ゾーン）では，既設側溝を利用して集水

し，集水槽にて回収する． 

③ c ゾーンは，アスカーブにて集水は可能ではあるが，

道路縦断等を勘案すると，この計画範囲からは除

外する必要があると判断できる． 

 

（３）循環型散水設備計画 

循環型散水設備計画において設置する施設の種類と

役割及び，散水する水の循環方法の概要を以下に示す． 

a）アスカーブ新設による集水方法 

前節における路面分割により，ダム湖側及び山側に

流れる路面を特定した．アスカーブは設計対象区間の

ダム湖側に流れる道路の路肩部分に新設する．このア

スカーブ計画においては，始点と終点について，粒子

法解析による流水状況をシミュレーションし，流水の

捕捉状況を検証した上で，適正な施工延長を計画した．

その結果を図－１４に示す．図－１４(a)は施設なし

の状態の流水の状況であり，図－１４(b)はアスカー

ブの不足により，水がダム湖に流れ込んでいる．それ

に対し，図－１４(c)では，解析結果を考慮しアスカ

ーブの延長を長くしたことにより，水が捕捉できてい

ることが判る．また，粒子法解析は，アスカーブの設

置位置だけでなく，散水位置も任意に設定し解析でき

図－１２ 勾配ベクトルによる路面分割 
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c：522m2 
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図－１１ 標高等高線図による路面状況把握 
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図－１４ 流水の捕捉状況を検証 
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ることから，散水位置についても検討を行った．その

結果，両サイドからの散水方法が，道路面全体に散水

できることが確認できた（図－１４(d)）．  

集水桝，集水槽は標高等高線図と勾配ベクトルによ

り判断し，標高の低い位置を選定し設置する．散水さ

れた水はアスカーブにより，集水桝に集水され，さら

に集水槽へと自然流下する（図－１５(a)）． 

b）既設側溝利用による集水方法 

山側に流れる路面においては，散水された水を既設

側溝の利用により集水し，集水槽に回収される（図－

１５(b)）． 

c）循環型散水設備の全体の流れ 

散水された水は，①アスカーブ→集水桝→集水槽，

②既設側溝→集水槽の 2 つの方法により，集水槽に集

水される．集水槽に回収された水はポンプアップされ，

送水管にて散水区域に送られ再び散水される． 

上記で説明した集水方法を図－１５(c)に，61kp 付

近の設備計画平面図を図－１６，横断図を図－１７に

示す． 

 

（４）考察 

a）路面分割による循環散水設備計画の効果 

61kp 付近での a，b，c の散水面積は 1,406＋1,059＋

522＝2,987(m2)である． 

アスカーブと既設側溝により a と b の部分は集水可

能であるが c の部分は勾配ベクトル・地形等から集水

困難と判断し集水可能面積に加えなかった． 

以上の面積情報より，循環のための補給水量を以下

の手順で計算する． 

散水面積：A＝2,987(m2) 

集水可能面積：A1＝A－c＝2,465(m2) 

集水範囲率：R1＝A1/A＝0.825 

散水量：V＝A×0.2(L/min･m2)＝597(L/min) 

ここで 0.2(L/min･m2)は単位散水量 4)である． 

散水再利用率：R2＝R1×0.7＝0.578 

ここで 0.7 は道路集水率 5)である． 

道路内回収量：Vr＝V×R2＝345(L/min) 

補給水量：Vw＝(V－Vr)/1000＝0.25(m3/min) 

この結果から，対象地において循環散水するために，

新たに必要な補給水量は 0.25(m3/min)となる． 

次に，本計画において考案したアスカーブによる集

水方法を設けず，a ゾーンの面積分の集水できない場

合の補給水量を以下に示す． 

散水面積：A＝2,987(m2) 

集水可能面積：A2＝A－c－a＝1,059(m2) 

集水範囲率：R2＝A2/A＝0.354 

散水量：V＝A×0.2(L/min･m2) ＝597(L/min) 

散水再利用率：R3＝R2×0.7＝0.248 

道路内回収量：Vr2＝V×R3＝148(L/min) 

補給水量：Vw2＝(V－Vr2)/1,000＝0.45(m3/min) 

したがって，補給水量は 0.45(m3/min)必要となり，

約倍の水量を補給しなければならない． 

よって，本計画による効果があったと考える． 
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b）横断測量データとの比較 

LP データには計測誤差があることから，実測による

横断データも重要であることは言うまでもない．しか

し，本研究で行った道路の面的把握を横断図のみで行

う為には，約 20m 間隔の横断図は必要となると思われ

る．今回の 5km 区間では 250 本の横断測量が必要とな

り，費用や時間といった面で負担が増えることとなる．

本研究では LP データが既に存在することを前提とし

て行っており，LP データの無い場合には，前述のよう

な横断測量による検討も必要である． 

c）集水量及び集水位置の把握 

循環率を高めるためには集水桝，集水槽に集水され

る，水量並びに集水位置の把握が重要である．水量を

把握するためには，集水面積の把握が不可欠であり，

本研究の路面分割の提案により，従来の測量と比較す

ると，精度の高い集水面積の把握が可能となった．集

図－１７ 標準断面図及び送水ポンプ詳細図 
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図－１６ 循環型散水設備設置平面図 
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水桝，集水槽配置計画においても，LP データによる標

高データにより，従来の測量と比較して，的確な配置

計画が可能であると思われる．また，集水桝形状，集

水槽形状，側溝断面形状，ポンプの能力・台数はいず

れも集水量に応じて決定されるため，集水量の算出が

重要であり，本研究はその目的に寄与できるものと考

える． 

また，集水桝や集水槽の配置が不適切な場合には，

アスカーブ設置により路面がプール状態になる可能性

があるため，スリップ事故や歩行障害等，様々な弊害

が生じる恐れがある．循環率向上はもとより，道路を

常に安全な状態に保つという意味でも，計画・設計段

階において，適切な集水設備位置の配置計画は重要で

ある． 

d）粒子法解析による施設配置の検証 

本研究では，流水解析に粒子法を採用し，路面の流

水状況を予測した上で，施設配置の検証を行った（図

－１８）．今回採用した粒子法は，3 章でも述べたよ

うに，TIN サーフェスを一度生成するだけで，様々な

シミュレーションが可能であり，その結果，効率のよ

い施設配置ができたものと思われる． 

しかし，現時点においては，まだ設計段階での適用

に過ぎない．今後，施設完成後のモニタリングで，本

設計が本当の意味で最適であるかを検証していく必要

がある． 

 

 

５．結論 

 

本研究では，散水融雪設備計画への LP データの利

用について述べた．既に取得されている LP データを

少し加工し利用するだけで路面の勾配を把握できるた

め，側溝及びアスカーブを適切な位置に設置でき，道

路に散水した水を逃がすことなく再利用する効果的な

循環型散水設備計画を立案することができた． 

(1)2 章では，設計支援の資料の基となるメッシュ代表

点，TIN サーフェス，勾配ベクトルを大量の LP デー

タから生成する方法を述べた． 

(2)3 章では，目的毎の設計支援のための資料となる，

標高等高線図，勾配ベクトルによる道路面分割，流水

軌跡図の作成方法とそれによって見込まれる効果につ

いて述べた． 

(3)4 章では，3 章で提案した道路面の面的形状把握，

勾配ベクトルによる路面分割を活用し，散水融雪設備

の計画及び設計を行った．実際の設計検討手順とその

結果を示し，本研究で提案した手法について考察を行

った． 

本設計の全対象区間の循環型散水設備計画による節

水量は約 1,500(m3/日)となる．1 日 8 時間，1 冬期期間

に 100 日間にて 30 年使用すると，工業用水代に換算し

て約 1 億 2 千万円の節約となる．さらに，河川環境へ

の影響を鑑みると循環型散水設備計画の今後の役割は

決して小さくはないと考える． 

今回，道路上にて循環させることにより節水効果は

高まったが，循環により散水温度が下がってしまうと

いう課題がある．その解決策としては，集水槽におい

てヒーター等で，循環水を加熱する方法があるが，コ

スト面での課題が残る．今後は水温対策のコスト低減

の課題を解決する必要がある． 

また，本研究の応用としては，道路排水設計への適

用が考えられる．道路排水設計を行う際には平坦な地

形での側溝計算が必要であり，本研究で提案した LP

データを用いた散水計画を応用した道路排水設計が可

能となると思われる． 
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図－１８ 粒子法解析と施設配置計画 
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